	受付番号　　　　　　　　　　　　　


	受付番号　　　　　　　　　　　　　


　　　

団体登録申請書チェックシート
（こちらのシートにチェックしたうえで申請書と一緒にご提出ください。）

（団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
書類確認チェック

	様式第１号
	□　押印がある。（代表者公印、ない場合は代表者私印）

	様式第２号
	□　誤字脱字がない。

□　「寄附者へのPR」に記載された内容に、当該補助金で対応できないことが含まれていないこと。

	様式第３号
	□　様式を使用しているか。

	様式第４号
	□　押印がある。（代表者公印、ない場合は代表者私印）


※代表者公印とは、ＮＰＯ法人理事長印　等を指します。

※「寄附者へのPR」について、当該補助金で対応できないと判断した場合は、修正をお願いすることがあります。

提出書類チェック

	　　□　様式第１号

	　□　様式第２号

	　　□　様式第３号

	　　□　様式第４号

	　　□　定款、規約、会則等

	　　□　直近１年間の事業報告書

	　　□　直近１年間の活動計算書

	　　□　その他参考資料


※ＮＰＯ法人の場合、第４号、定款、事業報告書、活動計算書は提出不要。
（様式第３号：役員名簿は現時点の内容で提出して下さい。）
（様式第１号）

　令和　　　年　　月　　日

奈良県地域貢献サポート基金　団体登録申請書
　　奈良県知事　
　　　荒　井　正　吾　様
団体所在地

団体名

役職

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(◯,印)
（連絡先　ＴＥＬ　　　　　　　　　担当者　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
「奈良県地域貢献サポート基金」の助成対象団体として登録したいので、次の書類を添えて申請します。
	添付書類
	1 団体概要書（様式第２号）　※
2 団体の役員名簿 （様式第３号）　※
3 団体の定款、規約、会則等　※
4 直近１年間の事業報告書（書式は自由です）　※
5 直近１年間の活動計算書（書式は自由です）　※
6 団体目的等についての誓約書（様式第４号）

7 その他参考資料（団体紹介パンフレット、機関紙　等）


（注）ＮＰＯ法人の場合、③～⑥については提出不要です。
（注）登録団体として認められた場合、添付書類のうち※印の付いたものは、基金ホームページ上で一般に公開します。また、提出いただいた書類の返却はいたしません。
	団体の名称
	

	団体所在地
	

	活動の開始年月
	年　　　月　


	法　人　格
	・あ　り・申　請　中・な　し　（該当するものに○印をつけてください）

	　認証・許可年月日
	　　　　　　　　年　　　月　　　日　　　　所轄：　　

	活動分野

(主なもの３つ程度まで

に○をつけて下さい)
	１．保健・医療　２．福祉　３．社会教育　４．まちづくり　５．観光の振興　６．農山漁村の振興　７．中山間地域の振興　８．学術　９．文化・芸術　10．スポーツ　11．環境の保全　12．動物愛護　　13．災害救援　14．地域安全活動　15．人権・平和　16．国際協力・交流　17．男女共同参画　18．子どもの健全育成　19．子育て支援　20．情報化社会の発展　21．科学技術　22．経済活動の活性化　23．職業能力・雇用機会　24．消費者の保護　25．団体の連携・支援　26．その他（　　　　　　　　　　　　　）

	主な活動対象地域
	

	現在の活動内容
	個人会員数　　　　人 ： 団体会員　　　　団体 ：専従職員　　　　人

	これまでの活動実績

（行政や企業、他団体との協働事業実績を含む）
	

	寄附者へのＰＲ
（寄附を活用して
取り組みたい活動内容）
	


（様式第３号）　

令和　　年　　月　　日現在

団　体　役　員　名　簿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名：　
	役 職 名
	氏　　　名
	住　　　　　所

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　（注）この用紙に記載された情報をPDF化して基金のホームページ上に掲載する際には、個人情報保護の観点から、住所欄にマスキング処理を施します。
（様式第４号）

令和　　年　　月　　日
団体目的等についての誓約書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(団体名,　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(◯,印)
　　当団体は、下記のすべての事項に該当することを誓約します。

記

　　

1. 奈良県内で活動するＮＰＯ法人、市民活動・ボランティア団体、一般社団法人若しくは一般財団法人又は自治会、町内会、老人会、婦人会等の地縁組織であること。
2. 団体の運営について、県民が自主的・主体的に行っているものであること。
3. 宗教や政治活動を主たる目的とした団体でないこと。

4. 特定の公職者（候補者を含む）、または政党を推薦、支持、または、反対することを目的とした団体でないこと。

5. 暴力団でないこと、及び、暴力団若しくは暴力団関係者の統制の下にある団体でないこと。

6. 団体の全役員は、特定非営利活動促進法第２０条に規定する欠格事由（成年被後見人、被保佐人、復権していない破産者等）のいずれかに該当する者でないこと。
（特定非営利活動促進法第２０条）

　　
（様式第２号）　　　　　　　　　団　体　概　要　書








第二十条　次の各号のいずれかに該当する者は、特定非営利活動法人の役員になることができない。


一　成年被後見人又は被保佐人


二　破産者で復権を得ないもの


三　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者


四　この法律若しくは� HYPERLINK "http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/403AC0000000077_20160601_425AC0000000049" �暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律�の規定に違反したことにより、又は� HYPERLINK "http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/140AC0000000045_20160623_428AC0000000054" �刑　法�� HYPERLINK "http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/140AC0000000045_20160623_428AC0000000054" \l "879" �第二百四条�、第二百六条、第二百八条、第二百八条の二、第二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者


五　暴力団の構成員等


六　第四十三条の規定により設立の認証を取り消された特定非営利活動法人の解散当時の役員で、設立の認証を取り消された日から二年を経過しない者
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